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連 結 注 記 表

Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
　（1）連結子会社の状況
　　①　連結子会社の数 ６社
②　連結子会社の名称 日置フォレストプラザ株式会社

HIOKI USA CORPORATION
日置（上海）商貿有限公司
HIOKI INDIA PRIVATE LIMITED
HIOKI SINGAPORE PTE.LTD.
HIOKI KOREA CO.,LTD.

（2）非連結子会社の状況
　　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社 該当ありません。
（2）持分法非適用会社
　　①　非連結子会社 該当ありません。
　　②　関連会社 TKK HIOKI CO.,LTD.

HIKING INTERNATIONAL CO.,LTD.
THT TECHNOLOGY CO.,LTD.
上記３社は、当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除いてお
ります。

　　　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、HIOKI INDIA PRIVATE LIMITEDの決算日は３月 31 日であります。
　連結計算書類作成に当たって、この会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用
しております。
　
４．会計処理基準に関する事項
　（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
　ａ．関連会社株式 移動平均法による原価法 
　ｂ．その他有価証券
　・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

　・時価のないもの 移動平均法による原価法
　　②　たな卸資産

ａ．商品及び製品、原材料、仕掛品 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ｂ．貯蔵品 総平均法による原価法　
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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②　無形固定資産 定額法、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間
（５年）、販売用ソフトウエアについては販売可能期間（３年）に基づく
定額法によっております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

（3）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

③　賞与引当金 （追加情報）
賞与支給対象期間の変更
当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度において給与規定の
改定を行い、賞与支給対象期間を変更いたしました。
これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整
前当期純利益は、それぞれ 472,609 千円増加しております。

（リース資産を除く）

　（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法、ただし厚生施設（宿泊施設、グランド付帯設備等）及び 1998

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額
法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
　建物及び構築物　　　　３～ 50 年
　機械装置及び運搬具　　５～ 17 年
　工具、器具及び備品　　２～ 20 年

（リース資産を除く）

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
②　数理計算上の差異、過去勤務費 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10 年）による定額法により費用処理しております。
会計基準変更時差異については、15 年による定額法により費用処理し
ております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を
調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係
る調整累計額に計上しております。

③　小規模企業等における簡便法の 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて
おります。

（6）消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

用及び会計基準変更時差異の費
用処理方法

採用
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Ⅲ　連結貸借対照表に関する注記
１．非連結子会社及び関連会社に対する資産

投資有価証券（株式） 260,121 千円
２．国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額

建物 266,702 千円
構築物 4,664 千円
土地 100,000 千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 11,729,307 千円 
４．連結会計年度末日満期手形の処理
　連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって処理しております。
　当連結会計年度末日が金融機関休業日のため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末日残高に含まれ
ております。
受取手形 2,660 千円 

５．保証債務
従業員銀行借入に対する保証 7,988 千円

Ⅳ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）　　

発行済株式

　普通株式 14,024,365 － － 14,024,365

自己株式

　普通株式（注） 397,453 110 － 397,563

（注） 自己株式数の増加 110 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号　平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基準」という。）
及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号　平成 27 年３月 26 日。以下「退
職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた
定めについて当連結会計年度から適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期
間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平
均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反
映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っており、当
連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更にともなう影響額を利益剰余金に加
減しております。　
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が 121,293 千円減少、退職給付に係る負債が 409,083
千円増加し、利益剰余金が 343,990 千円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税
金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は 27 円 67 銭減少しております。また、１株当たり当期純利益金
額に与える影響は軽微であります。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
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Ⅴ　金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については余裕資金をもって行い、安全性の高い金融資産で運用しております。デ
リバティブ取引は利用しておらず、また、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあ
たり生じる外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であります。一部外貨建のものについては、
為替の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、債権管理規定に従い、営業債権については総務部長が総括し、経理課は営業部と緊密なる連絡をと
りながら管理しており、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の
早期把握や軽減をはかっております。連結子会社についても、当社の債権管理規定に準じて、同様の管理を行っ
ております。　

　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
　当社及び一部の連結子会社は外貨建債権債務を保有しておりますが、通貨別に為替変動による影響を把握し
ております。ただし、為替予約等によるヘッジは行っておりません。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合は合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより
当該価額が変動することがあります。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　　　2016 年２月 26 日開催予定の第 64 期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2016 年２月 26 日
定時株主総会 普通株式 408,804 利益剰余金 30 2015 年 12 月 31 日 2016 年２月 29 日

２．剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2015 年２月 26 日
定時株主総会 普通株式 272,538 20 2014 年 12 月 31 日 2015 年２月 27 日

2015 年７月６日
取締役会 普通株式 204,402 15 2015 年６月 30 日 2015 年８月 21 日

（1）配当金支払額等
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区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　その他有価証券（非上場株式） 32,050

　関係会社株式（非上場株式） 260,121

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投
資有価証券」には含めておりません。

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超 10 年以内
（千円）

10 年超
（千円）

現金及び預金 5,920,969 － － －

受取手形及び売掛金 2,367,922 － － －

合計 8,288,891 － － －

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（3）投資有価証券
　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっております。

負債
（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）未払費用
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

デリバティブ取引
　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　2015 年 12 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現 金 及 び 預 金 5,920,969 5,920,969 －

（2）受取手形及び売掛金 2,367,922 2,367,922 －

（3）投 資 有 価 証 券

　　　 そ の 他 有 価 証 券 734,193 734,193 －

資　産　計 9,023,085 9,023,085 －

（1）買 掛 金 479,818 479,818 －

（2）未 払 金 185,968 185,968 －

（3）未 払 法 人 税 等 232,678 232,678 －

（4）未 払 費 用 331,460 331,460 －

負　債　計 1,229,926 1,229,926 －

Ⅵ　１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 1,516 円 91 銭
２． １株当たり当期純利益　 156 円 03 銭
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
　①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　②　その他有価証券
ａ．時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

ｂ．時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産
①　商品及び製品、原材料、仕掛品 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
②　貯蔵品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 定率法、ただし厚生施設（宿泊施設、グランド付帯設備等）及び 1998

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によっ
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　３～ 50 年　
　構築物　　　　　　　　７～ 35 年
　工具、器具及び備品　　２～ 20 年

（2）無形固定資産 定額法、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間
（５年）、販売用ソフトウエアについては販売可能期間（３年）に基づく
定額法によっております。

（3）リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

②　数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処
理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法によ
り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により費用処理し
ております。
会計基準変更時差異については、15 年による定額法により費用処
理しております。

（3）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

個 別 注 記 表

（リース資産を除く）

（リース資産を除く）
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Ⅲ　貸借対照表に関する注記
１．国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額

建物 266,702 千円
構築物 4,664 千円
土地 100,000 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 11,316,631 千円
３．期末日満期手形の処理
　期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって処理しております。
　当事業年度末日が金融機関休業日のため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。
受取手形 2,660 千円

４．保証債務
従業員銀行借入に対する保証 7,988 千円

５．関係会社に対する金銭債権又は債務
①　短期金銭債権 587,499 千円
②　短期金銭債務 44,880 千円

（4）賞与引当金 （追加情報）
賞与支給対象期間の変更
当社は、当事業年度において給与規定の改定を行い、賞与支給対象
期間を変更いたしました。
これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益は、それぞれ 454,799 千円増加しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

６．消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号　平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基準」という。）
及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号　平成 27 年３月 26 日。以下「退
職給付適用指針」という。）を当事業年度から適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給
付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、
従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと
の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更にともなう影響額を繰越利益剰余金に加
減しております。　
　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が 496,568 千円減少、退職給付引当金が 33,808 千円増加し、繰越
利益剰余金が 343,990 千円減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に
与える影響は軽微であります。
　なお、当事業年度の１株当たり純資産額は 26 円 85 銭減少しております。また、１株当たり当期純利益金額に
与える影響は軽微であります。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
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Ⅵ　税効果会計に関する注記

繰延税金資産
　未払事業税
　たな卸資産評価損
　退職給付引当金
　役員退職慰労引当金
　投資有価証券評価損
　関係会社株式評価損
　会員権評価損
税務上の繰延資産
　その他

23,360 千円
8,363 千円
57,093 千円
18,192 千円
15,075 千円
14,229 千円
7,756 千円
54,481 千円
3,284 千円

繰延税金資産小計
　評価性引当額

201,836 千円
△ 48,709 千円

繰延税金資産合計
繰延税金負債
　買換資産圧縮積立金
　その他有価証券評価差額金

153,126 千円

△ 1,254 千円
△ 122,572 千円

繰延税金負債合計 △ 123,826 千円
繰延税金資産の純額 29,300 千円

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 1,473 円 76 銭
２． １株当たり当期純利益 130 円 62 銭

Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記

（注）自己株式数の増加 110 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 397,453 110 － 397,563

Ⅳ　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
（1）営業取引による取引高
①　売上高 3,388,578 千円
②　仕入高 85,080 千円
③　販売費及び一般管理費 411,334 千円

（2）営業取引以外の取引高 325,209 千円
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